
Q1.従来の製品、商品・サービスは

Q2.新たな製品、商品・サービスは

Q3.従来の市場は

Q4.新たな市場は

※以下、類型「D)業態転換」以外不要 D)業態転換(⾮製造業)→提供⽅法の変更(10%以上構成) D)業態転換(⾮製造業)→提供⽅法の変更(10%以上構成)

Q5.類型が、D)業態転換で  A5.現業態➡

  従来の業種が⾮製造業の場合  A6.新業態➡

  従来の提供⽅法（現業態）は

Q6.類型が、D)業態転換で

  新たな業種が⾮製造業の場合

  新たな提供⽅法（新業態）は

Q7.類型が、D)業態転換で

  従来の業種が製造業の場合

  従来の製造⽅法（現業態）は

Q8.類型が、D)業態転換で

  新たな従来の業種が製造業の場合

  新たな製造⽅法（新業態）は
※上記記⼊例は、あくまでもモデルケースのイメージです。マトリクスの他のブロックがあてはまるケースもありえます。

a.製造業
①or②
いずれ
か選択

製造⽅法等の新規性要件
①過去に同じ⽅法で製造等していた実績がない。
②新たな製造⽅法等に⽤いる主要な設備を変更する。
③定量的に性能⼜は効能が異なる。

① b.⾮製造業 ②

製品、商品・サービスの新規性要件を満たす。
①過去にその製品を製造した実績がない,商品・サービスを提供した実績がない。
②従来使⽤していた主要な設備を変更する。
③（計測できる場合は）定量的に性能等の違いを説明できる。

既存の設備
の撤去を⾏
う。

 A5.現業態➡

 A6.新業態➡

Ｃ）業態転換の
要件を満たす

Ｂ）事業転換の
要件を満たす

Ａ）新分野展開の
要件を満たす

Ｄ）業態転換の
要件を満たす

今回の新たな取組みにおいて、会社法上の組織再編⾏為（①合併、②会社分割、③株式交換、④株式移転、⑤事業譲渡）等を⾏い、
新たな事業形態のもとで、新分野展開、事業転換、業種転換⼜は業態転換のいずれかを⾏う予定があれば、Ｅ）事業再編となる。

 A8.新業態➡

A4.新たな市場
⬇

新市場開発戦略 多⾓化戦略

市場の新規性要件を満たす。
    既存の製品,商品・サービスと新たな製品、商品・サービスの代替性が低い。

要件イメージフローチャート

Ｃ）業種転換 Ｂ）事業転換 Ａ）新分野展開 Ｄ）業態転換

業種(⼤分類コード)が異
なる,新たな業種へ進出す
る取組みである。

事業(中分類or⼩分類or再
分類コード)が異なる,新た
な事業へ進出する取組みで
ある。

取組み分類(業種や事業)は
同じだが,新たな製品,商
品・サービスを製造,提供
し,新たな市場に進出する取
組みである。

取組み分類（業種・事業）は同じだが,製造業であれ
ば,製品の製造⽅法を相当程度変更する取組みであ
る。⾮製造業であれば,商品・サービスの提供⽅法を
相当程度変更する取組みである。

将来的には,この取組みが,最も売上⾼構成⽐の⾼い取組みとなる予
定である。

将来的には,この取組みが,
総売上⾼の10%以上を占め
る取組みとなる予定であ
る。

将来的には,この取組みが,総売上⾼の10%以上
を占める取組みとなる予定である。
（a.製造業か b.⾮製造業かで分岐）

市場

A3.従来の市場
⬇

市場浸透戦略 新製品開発戦略

D)業態転換(製造業)→製造⽅法の変更(10%以上構成)

 A7.現業態➡

A)新分野展開→主たる業種事業に変更無し(10%以上構成)

B)事業転換 →業種変えず事業のみ変更有り(最⾼構成⽐)

C)業種転換 →業種も事業も変更有り(最⾼構成⽐)

事業再構築 類型＆要件イメージシート
類型イメージマトリクス

製品、商品・サービス

A1.従来の製品、商品・サービス⬇ A2.新たな製品、商品・サービス⬇
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Q1.従来の製品、商品・サービスは

Q2.新たな製品、商品・サービスは

Q3.従来の市場は

Q4.新たな市場は

※以下、類型「D)業態転換」以外不要 D)業態転換(⾮製造業)→提供⽅法の変更(10%以上構成) D)業態転換(⾮製造業)→提供⽅法の変更(10%以上構成)

Q5.類型が、D)業態転換で  A5.現業態➡

  従来の業種が⾮製造業の場合  A6.新業態➡

  従来の提供⽅法（現業態）は 例)料理を｢店舗で提供｣→｢宅配で提供｣

Q6.類型が、D)業態転換で

  新たな業種が⾮製造業の場合

  新たな提供⽅法（新業態）は

Q7.類型が、D)業態転換で

  従来の業種が製造業の場合

  従来の製造⽅法（現業態）は

Q8.類型が、D)業態転換で

  新たな従来の業種が製造業の場合

  新たな製造⽅法（新業態）は 例)業種を変更し｢製造業｣→｢情報処理業｣

※上記記⼊例は、あくまでもモデルケースのイメージです。マトリクスの他のブロックがあてはまるケースもありえます。

a.製造業
①or②
いずれ
か選択

今回の新たな取組みにおいて、会社法上の組織再編⾏為（①合併、②会社分割、③株式交換、④株式移転、⑤事業譲渡）等を⾏い、
新たな事業形態のもとで、新分野展開、事業転換、業種転換⼜は業態転換のいずれかを⾏う予定があれば、Ｅ）事業再編となる。

家族サービスの
ファミリー層

接待利⽤⽬的の
サラリーマン

市場の新規性要件を満たす。
    既存の製品,商品・サービスと新たな製品、商品・サービスの代替性が低い。

Ｃ）業態転換の
要件を満たす

Ｂ）事業転換の
要件を満たす

Ａ）新分野展開の
要件を満たす

Ｄ）業態転換の
要件を満たす

業種(⼤分類コード)が異
なる,新たな業種へ進出す
る取組みである。

製造⽅法等の新規性要件
①過去に同じ⽅法で製造等していた実績がない。
②新たな製造⽅法等に⽤いる主要な設備を変更する。
③定量的に性能⼜は効能が異なる。

既存の設備
の撤去を⾏
う。

製品、商品・サービスの新規性要件を満たす。
①過去にその製品を製造した実績がない,商品・サービスを提供した実績がない。
②従来使⽤していた主要な設備を変更する。
③（計測できる場合は）定量的に性能等の違いを説明できる。

① b.⾮製造業 ②

事業(中分類or⼩分類or再
分類コード)が異なる,新た
な事業へ進出する取組みで
ある。

取組み分類(業種や事業)は
同じだが,新たな製品,商
品・サービスを製造,提供
し,新たな市場に進出する取
組みである。

取組み分類（業種・事業）は同じだが,製造業であれ
ば,製品の製造⽅法を相当程度変更する取組みであ
る。⾮製造業であれば,商品・サービスの提供⽅法を
相当程度変更する取組みである。

将来的には,この取組みが,最も売上⾼構成⽐の⾼い取組みとなる予
定である。

将来的には,この取組みが,
総売上⾼の10%以上を占め
る取組みとなる予定であ
る。

将来的には,この取組みが,総売上⾼の10%以上
を占める取組みとなる予定である。
（a.製造業か b.⾮製造業かで分岐）

要件イメージフローチャート

Ｃ）業種転換 Ｂ）事業転換 Ａ）新分野展開 Ｄ）業態転換

市場

A3.従来の市場
⬇

市場浸透戦略 新製品開発戦略

A4.新たな市場
⬇

新市場開発戦略 多⾓化戦略

D)業態転換(製造業)→製造⽅法の変更(10%以上構成)

 A7.現業態➡

A)新分野展開→主たる業種事業に変更無し(10%以上構成)

例)｢⽇本料理｣→｢⽇本料理の教室を提供｣

B)事業転換 →業種変えず事業のみ変更有り(最⾼構成⽐)

例)飲⾷業のまま｢⽇本料理店｣→｢焼⾁店｣

C)業種転換 →業種も事業も変更有り(最⾼構成⽐)

事業再構築 類型＆要件イメージシート
類型イメージマトリクス

製品、商品・サービス

A1.従来の製品、商品・サービス⬇ A2.新たな製品、商品・サービス⬇

⽇本料理 焼⾁

 A8.新業態➡

 A5.現業態➡

 A6.新業態➡

Q7.Q8.D)業態転換(製造
業)でなければ空欄。

Q5.Q6.D)業態転換(⾮製
造業)でなければ空欄。

記⼊例
Q1.に対応するA1.に
⾃社のケースを記⼊。

Q2.新たな製品、商品・
サービスなければ空欄。

今回の記⼊例では
B)事業転換の要件確認。

今回の記⼊例では
B)事業転換と類型判定。

Q4.新たな市場への
参⼊なければ空欄。
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